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NY マーケットレポート（2020 年 5 月 14 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00 分～午前 5 時 30 分まで） 
 

主要な米経済指標の結果 

新規失業保険申請件数 298.1 万件（予想 250.0 万件・前回 316.9 万件⇒317.6 万件） 

失業保険継続受給者数 2283.3 万人（予想 2480.0 万人・前回 2264.7 万人⇒2264.7 万人） 

米新規失業保険申請件数は、市場予想を上回ったものの、6 週連続の減少となった。3 月の急増からの累

計は 3600 万件を超えた。一方、失業保険継続受給者数は、市場予想ほど増加しなかったものの、前月か

ら 45.6 万件増となった。 
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4 月輸入物価指数（前月比） -2.6％（予想 -3.4%・前回 -2.3%⇒-2.4%） 

4 月輸入物価指数（前年比） -6.8％（予想 -7.3%・前回 -4.1%⇒-4.2%） 

4 月の米輸入物価指数は、2015 年 1 月以来、5 年 3 ヵ月ぶりの大きな下落率となった。前年比でも 2015

年 12 月以来の大きな下落率だった。 石油が-33.0％（前月-26.5％）、資材が-12.3％（-10.1％）と引

き続き大幅なマイナスとなったことが影響した。輸入元の国・地域別では、中国からは+0.1％だったが、

カナダが-10.2％、中南米が-2.4％、EU が-0.7％、日本-0.2％だった。 
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米主要株価指数は反発 

米株式市場では、序盤に発表された米新規失業保険申請件数が市場予想より多かったことが嫌気され、

米景気の低迷が長期化するとの見方も広がり、主要株価指数は序盤から下落した。さらに、米中対立へ

の懸念も圧迫要因となった。下げ一服後は買い戻しの動きが強まり、さらに米経済活動の再開への期待

感の高まりや、原油価格の大幅上昇も好感され、終盤まで堅調な動きが続き、主要株価指数は軒並み反

発となった。ダウ平均株価は序盤から下落となり、一時前日比 458 ドル安まで下落した。その後は上昇

に転じて、377 ドル高で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは、80 ポイント高で終了した。 
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ドル円・クロス円は堅調な動き 

NY 市場では、序盤に発表された新規失業保申請件数が 6 週連続の減少となったものの、マーケットの反

応は限定的だった。その中で、トランプ米大統領のインタビューで、中国の習近平国家主席について、

「いまは話したくない」としたことや、「中国との断交は可能か、その場合何が起きるか思案している」

との見方を示したとの報道を受けて、米主要株価が序盤から大きく下落したことから、ドル円・クロス

円は上値の重い動きとなり、ドル/円は一時 106.86 まで下落した。その後、米国の経済活動再開への期

待感の高まりや、原油価格の大幅上昇を受けて、米主要株価指数が反発したことから、ドル円・クロス

円も終盤まで堅調な動きが続いた。さらに、米国債利回りの上昇も加わり、ドル/円は 107.36 まで上昇

した。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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